
令 和 ７ 事 業 年 度

財　務　諸　表

第  23  期

自　令和7年4月 1日

至　令和8年3月31日

(助成勘定)



助成勘定

　資　産  の  部

　Ⅰ　流　　動　　資　　産

261,698,604

892,061,502,704

6,200,163,644

(注) 10,379,902

156,310,000

12,622,554,702

911,312,609,556

　Ⅱ　固　　定　　資　　産

1 有　形　固　定　資　産

8,902,585

-8,079,314 823,271

11,567,691

-10,700,416 867,275

有 形 固 定 資 産 合 計 1,690,546

2 無　形　固　定　資　産

7,522,929

78,000

無 形 固 定 資 産 合 計 7,600,929

3 投 資 そ の 他 の 資 産

3,000,000,000,000

64,060,000

(注) 7,073,901

2,946,302

投資その他の資産合計 3,000,074,080,203

3,000,083,371,678

3,911,395,981,234

　負　債  の  部

　Ⅰ　流　　動　　負　　債

12,646,044,973

6,200,163,644

1,306,221

15,598,569 15,598,569

18,863,113,407

　Ⅱ　固　　定　　負　　債

(注)

2,695,345

7 2,695,352

3,522,000,000,000

175,405,933,755

14,408,069 14,408,069

3,697,423,037,176

3,716,286,150,583

　純　資  産  の  部

　Ⅰ　資　　　本　　　金

94,842,180

94,842,180

　Ⅱ　利　益　剰　余　金

(注) 4,374,273

(注) 34,014,620,134

19,831,992,469

( 19,831,992,469 )

　　 195,014,988,471

　　　純　　資　　産　　合　　計 195,109,830,651

　　負　債　純　資　産　合　計 3,911,395,981,234

(注)　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

賞 与 引 当 金 見 返

1年以内回収予定他勘定長期貸付金

未 収 収 益

積 立 金

ソ フ ト ウ ェ ア

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

他 勘 定 長 期 貸 付 金

長 期 貸 付 金

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

　　流　動　資　産　合　計

建 物

　　流　動　負　債　合　計

貸借対照表
(令和8年3月31日)

(単位:円)　

現 金 及 び 預 金

譲 渡 収 入 未 収 金

未 払 費 用

未 払 金

預 り 金

退 職 給 付 引 当 金 見 返

前 払 年 金 費 用

　　固　定　資　産　合　計

　資　　産　　合　　計

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

資 産 見 返 補 助 金 等

他 勘 定 長 期 借 入 金

資 産 見 返 負 債

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

(注) 141,164,001,595
鉄道建設・運輸施設整備支援機構法第18条

第2項積立金

　　利　益　剰　余　金　合　計

( う ち 当 期 総 利 益 )

　　固　定　負　債　合　計

　　　負　　債　　合　　計

政 府 出 資 金

　　資　本　金　合　計



助成勘定 (単位:円)

　Ⅰ

102,253,909,878

302,861,824

65,071,786,280

830,854,332

281,302

168,459,693,616

　Ⅱ 168,459,693,616行 政 コ ス ト

行政コスト計算書
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

損 益 計 算 書 上 の 費 用

損 益 計 算 書 上 の 費 用 合 計

鉄 道 整 備 助 成 業 務 費

一 般 管 理 費

財 務 費 用

雑 損

臨 時 損 失



46,209

102,253,863,669 102,253,909,878

177,390,397

29,963,743

19,543,050

15,170,626

6,712,545

1,992,998

52,088,465 302,861,824

65,071,786,280 65,071,786,280

830,854,332

168,459,412,314

192,627,736

25,750,000,000

59,088,995,833

72,203,402

102,253,863,669

10,379,902

3,176,446

1,053,789

27,580,277 27,580,277

831,423,361

188,291,104,415

19,831,692,101

281,302 281,302

19,831,410,799

581,670

19,831,992,469

59,800,000



(単位：円)　
Ⅰ　資本金

うち当期総利益

当期首残高 94,842,180 4,955,943 141,164,001,595 16,036,475,407 17,978,144,727 - 175,183,577,672 175,278,419,852

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　利益剰余金の当期変動額

(１) 利益の処分又は損失の処理

利益処分による積立 0 0 17,978,144,727 -17,978,144,727 0 0

(２) その他

当期純利益 0 0 0 19,831,410,799 19,831,410,799 19,831,410,799 19,831,410,799

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -581,670 0 0 581,670 581,670 0 0

当期変動額合計 0 -581,670 0 17,978,144,727 1,853,847,742 19,831,992,469 19,831,410,799 19,831,410,799

当期末残高 94,842,180 4,374,273 141,164,001,595 34,014,620,134 19,831,992,469 19,831,992,469 195,014,988,471 195,109,830,651

当期未処分利益

利益剰余金合計積立金

純資産変動計算書
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

助成勘定
Ⅱ　利益剰余金

純資産合計

政府出資金
前中期目標期間

繰越積立金

鉄道建設・運輸施設
整備支援機構法

第18条第2項積立金



助成勘定 (単位:円)

　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 -225,985,823

鉄道助成補助金支出 -16,912,592,892

他勘定へ繰入 -96,974,990,479

その他の業務支出 -800,554,468

運営費交付金収入 203,972,000

鉄道助成業務収入 98,326,310,501

他勘定貸付金の回収による収入 616,960,000

補助金等収入 113,887,537,162

他勘定より受入 206,237,319

その他の業務収入 511,155,573

　　　小計 98,838,048,893

利息及び配当金の受取額 27,580,277

利息の支払額 -65,071,786,280

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 33,793,842,890

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 -441,308

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー -441,308

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 45,000,000,000

他勘定長期借入金の返済による支出 -78,726,610,180

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー -33,726,610,180

　Ⅳ　資金に係る換算差額 0

　Ⅴ　資金増加額 66,791,402

　Ⅵ　資金期首残高 194,907,202

　Ⅶ　資金期末残高 261,698,604

キャッシュ･フロー計算書
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)



助成勘定 (単位:円)

Ⅰ　当期未処分利益 19,831,992,469

　　　当期総利益 19,831,992,469

Ⅱ　利益処分額

　　　積立金 19,831,992,469 19,831,992,469

利益の処分に関する書類
(令和8年8月31日)



 

                                       助成勘定 

Ⅰ 重要な会計方針 

  

1. 運営費交付金収益の計上基準 

管理部門の活動について期間進行基準を採用しております。 

 

2. 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        8～17 年 

工具器具備品   5～14 年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5年)に基

づいております。 

 

3. 賞与引当金の計上基準 

役員及び職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担す

べき金額を計上しております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである役職員の賞与については、

賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

4. 退職給付に係る引当金の計上基準 

  役員及び職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資  

産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(9年)による定

額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(9年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退

職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなされる見込

みである確定給付企業年金については、退職給付引当金（前払年金費用）と同額を退職給



 

付引当金見返（前払年金費用見返）として計上しております。 

 

 5． 収益及び費用の計上基準 

割賦譲渡に係る収益 

割賦譲渡に係る収益は、新幹線鉄道施設に係る譲渡収益であり、譲渡契約に基づいて

当該施設を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、新幹線鉄道施設を引

き渡す一時点において、顧客が当該施設に対する支配を獲得して充足されると判断し、

引渡時点で収益認識しております。 

 

6. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ 注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

一年を超えて入金期日の到来する業務活動から生ずる債権 

譲渡収入未収金                   877,830,821,614 円     

 

〔行政コスト計算書関係〕 

1.  独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                                168,459,693,616 円     

    自己収入等                                   -85,830,002,873 円 

    機会費用                          14,776,224 円  

   独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト              82,644,466,967 円 

 

2.  機会費用の計上方法 

(1) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和 8年 3月末利回りを参考に 2.345％で計算しております。 

 

(2) 国又は地方公共団体との人事交流による出向役職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該役職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、当

機構での勤務期間に対応する部分について、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援

機構役員退職手当支給規程及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構職員退職

手当支給規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 

 

 



 

〔キャッシュ･フロー計算書関係〕 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金                          261,698,604 円  

資金期末残高                                  261,698,604 円 

 

〔金融商品関係〕 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

助成勘定では、中央新幹線の建設に要する費用に充てる資金の一部貸し付けに必要な

資金を借り入れし、東海旅客鉄道株式会社に対し貸し付けております。 

長期貸付金は、償還確実性を確保するため、東海旅客鉄道株式会社の状況を定期的に

モニタリングし財務状況等を把握することとしております。 

また、日本国有鉄道清算事業団の債務の償還等を確実かつ円滑に実施するため、東日

本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社及び西日本旅客鉄道株式会社に対し譲渡し

た際の新幹線譲渡価額を譲渡収入未収金として管理し、鉄道施設譲渡収入を特例業務勘

定に対する借入金の償還に充てるほか、一部を鉄道建設資金として建設勘定に貸し付け

ております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格が無い場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

(単位：円)  

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 譲渡収入未収金 892,061,502,704 1,233,755,399,348 341,693,896,644 

(2) 長期貸付金 3,000,000,000,000 1,610,183,423,925 -1,389,816,576,075 

(3) 長期借入金 (3,522,000,000,000) (2,230,462,341,198) (-1,291,537,658,802)

(4) 他勘定長期借入金 (175,405,933,755) (210,562,491,984) (35,156,558,229)

(*) 負債に計上されているものは、( )で示しております。 

 



 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の 3つのレベルに分類しております。 

  

レベル 1の時価 ： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ 

り算定した時価 

レベル 2の時価 ： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット 

を用いて算定した時価 

レベル 3の時価 ： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

         時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

(1)  譲渡収入未収金 

新幹線譲渡代金の支払方法等は、新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法

律（平成 3年法律第 45号）等の法令で規定している特殊な債権ですが、時価につい

ては、市場性を織り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対応する国債の流通

利回りで割り引いて算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 

 

(2) 長期貸付金 

東海旅客鉄道株式会社への貸付金であり、当該貸付金の時価については、市場性

を織り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対応する国債の流通利回りで割り

引いて算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 

 

(3) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に 

想定される利率で割り引いて算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 

 

(4) 他勘定長期借入金 

他勘定長期借入金は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14

年法律第 180 号）等に基づき、鉄道施設譲渡収入の一部を旧国鉄職員の年金等財源

として特例業務勘定に対し繰り入れるものであり、同勘定に対する借入金として整

理されております。 

同勘定への償還条件等は法令で規定されている特殊な債務ですが、時価について

は、市場性を織り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対応する国債の流通利

回りで割り引いて算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 

 



 

 

〔退職給付関係〕 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を

採用しております。確定給付企業年金制度(積立型制度)では、運輸関係法人企業年金基金

に加入し、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。 

退職一時金制度(非積立型制度)では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時

金を支給しております。また、役員分については簡便法、職員分については原則法により

退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 

 

2. 確定給付制度(簡便法を適用した制度を含む。) 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務                  28,114,847 円 

  勤務費用                           2,590,193 円 

  利息費用                            354,596 円 

  数理計算上の差異の当期発生額               -5,161,234 円 

  退職給付の支払額                       -880,768 円 

  過去勤務費用の当期発生額                          0 円 

  制度加入者からの拠出額                   271,600 円 

   他勘定への支出額                   -1,273,276 円 

 期末における退職給付債務                    24,015,958 円  

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産                    11,802,146 円 

  期待運用収益                          295,053 円 

  数理計算上の差異の当期発生額               -1,274,800 円 

  事業主からの拠出額                   2,281,440 円 

退職給付の支払額                        -880,768 円 

制度加入者からの拠出額                     271,600 円  

期末における年金資産                      12,494,671 円  

 



 

(3) 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務                  11,674,976 円 

年金資産                           -12,494,671 円  

積立型制度の未積立退職給付債務                 -819,695 円 

非積立型制度の未積立退職給付債務                12,340,982 円  

小計                              11,521,287 円 

未認識数理計算上の差異                     -262,289 円 

未認識過去勤務費用                         202,769 円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額             11,461,767 円  

退職給付引当金                         14,408,069 円 

前払年金費用                         -2,946,302 円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額             11,461,767 円  

 

(4) 退職給付に関連する損益 

勤務費用                          2,590,193 円 

利息費用                           354,596 円 

期待運用収益                          -295,053 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額            4,287,231 円 

過去勤務費用の当期の費用処理額                  -224,422 円  

  合計                               6,712,545 円  

 

(5) 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

株式                              43％ 

債券                              30％ 

その他                                27％  

合計                                100％  

 

(6) 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分

と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮

しております。 

 

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表しております。) 

割引率 確定給付企業年金 2.6％ 一時金 2.5％ 

長期期待運用収益率 2.5％ 



 

Ⅲ 重要な債務負担行為 

 

翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、28,794,797 円であります。 

 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

 

該当ありません。 

 

 

Ⅴ その他 

 

   該当ありません。 



附 属 明 細 書
(助成勘定)



2.　棚卸資産の明細

　　　 該当ありません。

3.　有価証券の明細

　　　 該当ありません。

4.　長期貸付金の明細

(単位：円)　

(注)　期末残高には、1年以内回収予定他勘定長期貸付金が含まれております。また、回収額は、元金回収額を計上しております。

5.　長期借入金の明細

(単位：円)　

(注)　平均利率は、加重平均利率を記載しております。

区分 期首残高

0 0 0 3,000,000,000,000

その他の長期貸付金

当期増加額

当期減少額

期末残高

投資その他の資産

0 0 3,000,000,000,000

　 中央新幹線建設資金貸付金 3,000,000,000,000

前 払 年 金 費 用 5,200,959 2,281,440 4,536,097 2,946,302

0 7,073,901

0 0 0 0 2,946,302

計 3,000,230,904,066 4,975,106 161,798,969 3,000,074,080,203 0 0 0 0 3,000,074,080,203

他 勘 定 長 期 貸 付 金 220,370,000 0 156,310,000 64,060,000 0 0 0 0 64,060,000

退職給付引当金見返 5,333,107 2,693,666 952,872 7,073,901 0 0 0

長 期 貸 付 金 3,000,000,000,000 0 0 3,000,000,000,000 0 0

電 話 加 入 権 78,000 0 0 78,000 0 0 0 0 78,000

計 16,042,018 253,367 0 16,295,385 8,694,456 1,510,598 0 0 7,600,929

78,000

ソ フ ト ウ ェ ア 15,964,018 253,367 0 16,217,385 8,694,456 1,510,598 0 0 7,522,929

計 78,000 0 0 78,000 0 0 0 0

計 15,964,018 253,367 0 16,217,385 8,694,456 1,510,598 0 0

電 話 加 入 権 78,000 0 0 78,000 0 0 0 0

建 物 8,610,209 292,376 0 8,902,585 8,079,314 70,765 0 0

23,793,697 401,189 3,724,610 20,470,276 18,779,730 433,285 0 0 1,690,546

ソ フ ト ウ ェ ア 15,964,018 253,367 0 16,217,385 8,694,456 1,510,598 0 0

無形固定資産
（非償却資産）

無形固定資産
合計

1.　固定資産の取得、処分、減価償却費(「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額

　も含む。)及び減損損失累計額の明細

(単位：円)　

有形固定資産
(減価償却費)

工 具 器 具 備 品 15,183,488 108,813 3,724,610 11,567,691 10,700,416 362,520 0 0 867,275

計

無形固定資産
(減価償却費)

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期減損額

823,271

7,522,929

7,522,929

78,000

摘要

回収額 償却額

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
平均利率

(％)

計 3,000,837,330,000 0 616,960,000 0 3,000,220,370,000

(注) 　他勘定長期貸付金 837,330,000 0 616,960,000 0 220,370,000

返済期限 摘要

令和37年11月
～令和38年3月

小計 3,000,000,000,000 0 0 3,000,000,000,000 0.86

令和37年11月
～令和38年3月

 　財政融資資金 3,000,000,000,000 0 0 3,000,000,000,000 0.86

政府借入金

合計 3,731,132,543,935 45,000,000,000 78,726,610,180 3,697,405,933,755 1.69
令和18年9月
～令和38年3月

経営安定基金借入金 477,000,000,000 45,000,000,000 0 522,000,000,000 5.00
令和18年9月
～令和33年9月

令和33年9月特例業務勘定借入金 254,132,543,935 0 78,726,610,180 175,405,933,755 6.35



6.　鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券の明細

　　　 該当ありません。

7.　引当金の明細

(単位：円)　

8.　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　　 該当ありません。

9.　退職給付引当金の明細

(単位：円)　

(注)　退職給付引当金の期末残高には、前払年金費用が含まれております。

10.　資産除去債務の明細

　　　　該当ありません。

11.　法令に基づく引当金等の明細

　　　　該当ありません。

12.　保証債務の明細

　　　　該当ありません。

13.　資本剰余金の明細

　　　　該当ありません。

区分 期首残高 当期増加額

当期減少額

期末残高 摘要

目的使用 その他

退職給付債務合計額 28,114,847 1,970,195 6,069,084 24,015,958

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

賞与引当金 15,684,569 15,598,569 15,684,569 0 15,598,569

計 15,684,569 15,598,569 15,684,569 0 15,598,569

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 8,008,763 -6,317,167 1,632,076 59,520

確定給付企業年金に係る債務 14,803,787 1,038,315 4,167,126 11,674,976

退職一時金に係る債務 13,311,060 931,880 1,901,958 12,340,982

年金資産 11,802,146 2,848,093 2,155,568 12,494,671

退職給付引当金 8,303,938 5,439,269 2,281,440 11,461,767



14.　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(1)　運営費交付金債務の増減の明細

(単位：円)　

(2)　運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

(単位：円)　

②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

(単位：円)　

(3)　引当金見返との相殺額の明細

(単位：円)　

15.　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

15-1　施設費の明細

       　　該当ありません。

期首残高 当期交付額

当期振替額
引当金見返
との相殺額

期末残高

運営費交付金収益
資産見返

運営費交付金
資本剰余金 小計

192,627,736 166,004,319
人件費：138,446,488、借料及び損料：8,694,245
その他：18,863,586

資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振替額 主な使途 振替額

11,194,547 0

区分 運営費交付金収益

運営費交付金の主な使途

費用 主な使途

0 203,972,000 192,627,736 149,717 0 192,777,453

業務達成基準による振替額 - -

期間進行基準による振替額

費用進行基準による振替額 - -

計 149,717 0

主な使途

勘定共通 149,717 ソフトウェア：149,717 0

計 192,627,736 166,004,319

追加的セグメント

追加的セグメント

引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳

計 11,194,547

勘定共通 11,194,547 賞与引当金見返：10,241,675、退職給付引当金見返：952,872



15-2　補助金等の明細

(単位：円)　

15-3　長期預り補助金等の明細

       　　該当ありません。

16.　役員及び職員の給与の明細

(単位：千円、人)　

(注1)　上記支給額は、千円未満四捨五入で表示しております。

(注2)　報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含んでおります。

(注3)　支給人員数は、契約職員及び常勤嘱託を含み、年間平均支給人員数を記載しております。

(注4)　上段(　)書きの計数は、非常勤の職員に係るものであり、別掲となっております。

なお、非常勤の職員のうち4名については、各勘定で共通して人件費を負担しております。

(注5)　役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構役員給与規程及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支

　　 援機構役員退職手当支給規程に定めており、独立行政法人通則法(平成11年法律第103号。以下「通則法」という。)第50条の2第2項の規定に基づき、国土交通大臣

　　 に届け出るとともに、公表しております。

(注6)　職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構職員給与規程及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支

　　 援機構職員退職手当支給規程に定めており、通則法第50条の10第2項の規定に基づき、国土交通大臣に届け出るとともに、公表しております。

都市鉄道利便増進事業費補助 135,653,853 0 0 0 0

整備新幹線建設推進高度化等事
業費補助金

1,516,427,141 0 0 0 0

整備新幹線整備事業費補助 81,250,365,067

区分 当期交付額

左の会計処理内訳

1,516,427,141

鉄道防災事業費補助 0

譲渡線建設費等利子補給金 11,300,000 0 0 0 0 0 11,300,000

0 848,286,222848,286,222 0 0 0

0

0 135,653,853

0 0 0 0

摘要
建設仮勘定

見返補助金等
資産見返
補助金等

資本剰余金 預り補助金等
長期預り
補助金等

収益計上

0 81,250,365,067

幹線鉄道等活性化事業費補助 232,954,587 0 0 0 0 0 232,954,587

15,881,053,600 0 0 0

鉄道技術開発費補助金 225,572,677 0 0 0 0 0 225,572,677

鉄道駅総合改善事業費補助 1,932,828,501 0 0 0 0 0 1,932,828,501

0 15,881,053,600地下高速鉄道整備事業費補助 0

鉄道施設総合安全対策事業費補
助

219,422,021 0 0 0 0 0 219,422,021

職員

( 185 ) ( 5 )

)

-                                     0 -                             

) ( -                                     

役員

( -                                     )

区分

報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

計 102,253,863,669 0 0 0 0 0 102,253,863,669

-                             

( 0

0

) ( 0

( -                                     ) ( 0 )

0185 ) ( 5

0

193,215 24

193,215 24

)

0-                             

計

( ) ( -                                     ) (



17.　その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

17-1　資産

　譲渡収入未収金

(単位：円)　

　未収金

(単位：円)　

17-2　負債

　未払金

(単位：円)　

名古屋市 574,601,886 地下高速鉄道整備事業費補助

東海旅客鉄道株式会社 395,618,432 鉄道駅総合改善事業費補助

1,323,880,381

西日本旅客鉄道株式会社

国土交通省

906,900,000 地下高速鉄道整備事業費補助

東京地下鉄株式会社 865,040,723 地下高速鉄道整備事業費補助

373,098,000 鉄道駅総合改善事業費補助

鉄道駅総合改善事業費補助ほか

計 12,646,044,973

318,726,052 補助金返還金

日本貨物鉄道株式会社 232,954,587 幹線鉄道等活性化事業費補助

横浜市 212,114,972 地下高速鉄道整備事業費補助

その他

国土交通省 5,779,662,532 新幹線鉄道事業助成費

相手先 金額 摘要

計 892,061,502,704

相手先 金額 摘要

山陽新幹線

都市鉄道整備事業助成費

　　　〃 232,954,587 主要幹線鉄道整備事業助成費

　　　〃 437,380,328 安全・防災対策事業助成費

　　　〃

その他

鉄道技術開発推進事業助成費218,637,677

588

建設勘定 補助金返還金318,726,052

東京都 1,465,397,308 地下高速鉄道整備事業費補助

関西高速鉄道株式会社

西日本旅客鉄道株式会社 94,692,328,509

東日本旅客鉄道株式会社 302,025,262,970 東北新幹線、上越新幹線

東海旅客鉄道株式会社 495,343,911,225 東海道新幹線

相手先 金額 摘要

建設勘定 5,977,712,632 整備新幹線整備事業費補助ほか

　　　〃 5,635,192,938

計 12,622,554,702



17-3　費用

　鉄道整備助成費

(単位：円)　

18.　セグメント情報(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

 　 　 セグメント情報については、当機構の中期目標における「一定の事業等のまとまり」と勘定区分が一致しているため、記載を省略しております。

計 102,253,863,669

都市鉄道整備事業助成費 17,960,835,954

鉄道技術開発推進事業助成費 225,572,677

安全・防災対策事業助成費 1,067,708,243

新幹線鉄道事業助成費 82,766,792,208

区分 金額 摘要

主要幹線鉄道整備事業助成費 232,954,587




